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平成２０年度定期監査の結果に基づく措置について（通知） 
 
 平成２１年２月２０日付２０五監第４５３号による定期監査の結果に基づき、

次のとおり措置を講じましたので、地方自治法第１９９条第１２項の規定によ

り通知します。 
 

記 
 
１ 監査の対象 農業委員会事務局（分室を除く。） 
 
２ 指摘事項及び講じた措置 
 （共通事項） 

(6) 復命書について 
 ア 指摘事項 

会議等の開催場所、開始時刻、終了時刻等が記載されていないもの

がある。旅行のてん末として、これらの事項についても記載すべきで

ある。 
   イ 講じた措置 
     1件が終了時刻を記載していなかったので追記した。 

(8) 補助金関係事務について 
 ア 指摘事項 
① 補助金等の交付の目的、補助率または補助額、補助事業の内容等を 
定めていないものがある。要綱または伺い定めにより明らかにすべき

である。 
② 各種書類の様式誤り、書類の漏れ、計数誤りなど、補助金等の交付 
手続きにおいて不備が見受けられる。補助事業者を指導するとともに、



関係書類の審査においては、五島市補助金等交付規則その他関係例規

を遵守し、適正に処理されたい。 
   イ 講じた措置 

① 別紙「五島市農業者年金組織活性化事業費補助金交付要領」を制定 
した。 
② ｢玉之浦町農業者年金協議会｣実績報告書のうち添付されていない 
領収書は確認した。 

 （個別事項） 
(1) 補助金関係事務について 
 ア 指摘事項 
   農業者年金協議会等に対する補助金については、補助額の８割程度

の繰越金が生じている。多額の繰越金が生じる補助金については、補

助事業の内容等を吟味し、補助の必要性、補助額等について見直しを

行うべきである。 
 イ 講じた措置 
 別紙「五島市農業者年金組織活性化事業費補助金交付要領」を制定 

  し補助額を見直した。 



五島市農業者年金組織活性化事業費補助金交付要領 
（趣旨） 
第１条 市は、農業者の老後の生活安定及び福祉の向上を図るため、予算の定 
 めるところにより、福江地区農業者年金受給者協議会、玉之浦町農業者年金

協議会及び岐宿町農業者年金受給者協議会（以下これらを「協議会」という。）

に対し、農業者年金組織活性化事業費補助金（以下「補助金」という。）を交

付するものとし、その交付については、五島市補助金等交付規則（平成１６

年五島市規則第４４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要

領の定めるところによる。 
 （経費及び補助額） 
第２条 補助金の交付の対象となる経費は各協議会の経費のうち、会議費、事

務費、事業費及び負担金とする。 
２ 前項の規定にかかわらず、補助金の額は、１団体７２，０００円を上限と

する。  
（申請書の提出期限） 
第３条 規則第４条の規定による申請書の提出期限は、毎年度、協議会の総会

終了後２月を経過した日とする。 
 （申請の取下げのできる期限） 
第４条 規則第８条第１項の規定による申請の取下げをすることができる期限

は、補助金の交付の決定の通知を受けた日から起算して２０日を経過した日

とする。 
 （変更の承認） 
第５条 規則第１１条第２項第１号の規定による変更の承認を受けようとする

ときは、農業者年金組織活性化事業変更承認申請書を提出して行うものとす

る。 
２ 規則第１１条第２項第１号の別に定める軽微な変更は、補助額の２０パー

セント以内の増減とする。 
（実績報告） 
第６条 規則第１３条第１項の規定による実績報告は、補助事業が完了した日

（補助事業の廃止の承認を受けた日を含む。）から起算して１月を経過した日

又は補助事業が完了した日の属する市の会計年度の翌年度の４月２０日のい

ずれか早い期日までに行うものとする。 
 （補助金の交付） 
第７条 この補助金は、概算払の方法により交付するものとする。 
   附 則 
 （施行期日等） 
この要領は、平成２１年５月１日から施行し、平成２１年度の予算に係る補 
助金から適用する。 


